
様式第２号（第４条関係） ● ４段階評価結果 Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する
Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要

Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要

Ｄ ： 事務事業の廃止が相当

１■事務事業の概要

　 部
課

又は施設

②項

対象と
対象の数

２■事務事業実施の状況

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

活動実績
ａ（単位)
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）

合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円）

後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

単年度
担当課評価

１－１事務事業の
名称

税のＰＲ強化事業（主要事業）

１－２担当 市民生活部 税務課 係
市民税係・

土地係・家屋係・収納係
評価票作成者 課長補佐兼市民税担当係長　鈴村　正

１－３総合計画に
おける施策の体系

①節
計画推進 　③基本施策 　財政運営

行政運営

コード 6 2 3

「効率的で顧客志向の行政運営」 　④単位施策(中） 　収入の確保 コード 6 2 3 1

6 2 3 1 1

１－４事務事業の
目的の精査

　市税（市県民税・軽自動車税・固定資
産税）の納税者数（76,000名）

意図（対象を事務事業によっ
てどのような状態にするの
か）

　行政が納税者から税金を集め行政サービスを行なっているという立場から、納税者に対して課税の内容についてのアカウンタビリィティーを果
たす必要があり、課税の仕組みを理解してもらうことにより納税意識の向上を図る。

１－５事務事業の
内容

　納税義務者に課税の仕組みや内容を理解してもらうため、納税通知書に同封するチラシを分かりやすくし、税制改正の内容等についても広報特集号、折込チラシ町内会の回覧などにより周知を図る。

　⑤単位施策(小） 　納税意識の向上 コード

２－１事務事業の
実施における基本
認識

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み 社会状況等の事務事業がおかれる環境把握 市民ニーズの認識

指標の説明

　収納率（当該年度分)（％） 98.9（％） 98.9％）
　納付書に同封する課税チラシを分かりやすくすることや、ホームページ・広報によるPRにより、市民の納税意
識の向上を図り、収納率の向上を目指す。

　市税は行政サービスの財源の根幹であり、納税意識の向上のため税の仕組みについての内容を市民に説明することは重要である。今後も、わかりやすく,見やすいチラシの作成に努めるとともに、効果的なＰＲ方法
について検討する。今年度は、昨年に引き続き事業者に対して年末調整にかかる変更点と書き方について税務署主催の説明会において説明を実施した。
　市税は行政サービスの財源の根幹であり、納税意識の向上のため税の仕組みについての内容を市民に説明することは重要である。今後も、わかりやすく,見やすいチラシの作成に努めるとともに、効果的なＰＲ方法
について検討する。今年度は、税務署主催の説明会にて事業者に対して年末調整にかかる変更点と書き方について説明の実施、事業者への特別徴収推進の訪問依頼、市民税申告案内の拡張と確定申告会場の案内に併せ
た年金受給者への申告不要制度と市民税申告のＰＲを行った。

　市税は行政サービスの財源の根幹であり、納税意識の向上のため税の仕組みについての内容を市民に説明することは重要である。今後も、わかりやすく,見やすいチラシの作成に努めるとともに、効果的なＰＲ方法
について検討する。今年度は、熱田税務署、名古屋市との合同説明会にて事業者に対して年末調整にかかる変更点と書き方について説明の実施、事業者への特別徴収推進の訪問依頼、市民税申告案内の拡張と確定申告
会場の案内に併せた年金受給者への申告不要制度と市民税申告のＰＲを行った。沓掛小学校にて税のしくみについて講師を務めた。

　平成２０年度 　平成２１年度 　平成２２年度

２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

事務事業成果指標名 前期目標値(単位) 後期目標値(単位)

　平成２３年度 　平成２４年度 　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

6 6 8 8 8 7 8 8

854 1,042 837 1,073 843 885 719

77 77 77 77 59

931 1,119 915 1,150 902

709

当たり

60 120 127

1媒体当たり155 1媒体当たり187 １媒体当たり 115 1媒体当たり　144 1媒体当たり　113 当たり

アウトプット実績（活動数値）の補足説明 活動実績…チラシ(3種＋祖推協チラシ）、ホームページ、広報、広報折り込みチラシ、あつた税務推進協議会報によるＰＲ用媒体の数。
直接事業費…償却資産冊子(114,187円)、軽自チラシ(126,000円）、固定チラシ(279,300円）、住民税説明書チラシ(封入料含む　199,712円)。
人件費…ホームページ更新(2,900円×12時間＝34,800円)、広報原稿作成等（2,900円×8時間＝23,200円)、特別徴収推進訪問（2,900円×2人×4時間＝23,200円）、租税教育講師（2,900円×2人×
８時間＝46,400円

２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

　平成１８年度 　平成１９年度

769 1,005 846

　平成２１年度 　平成２２年度

98.4（％）

1媒体当たり　110 1媒体当たり　125 当たり　　　105

　平成２３年度 　平成２４年度 　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

指標対応実
績（単位)

98.8（％） 98.5（％） 98.3（％） 98.1（％） 98.6(％) 98.6(％)

99.9（％） 99.6（％） 99.4（％） 99.2（％） 99.5（％）

３－1　評価結果
(アウトカム自己分
析）

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２１年度

98.5(％)２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

99.6(％) 99.6(％) 99.6(％)

Ａ Ａ

　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２４年度

Ａ ＡＡ Ａ Ａ Ａ



４■新規事業

５■事務事業の総合評価結果

６■次年度事業への反映

３－２

Ａ
結果

  引く続き市民の協力を得て、税の公平性や申告・納税の必要性を分かりやすく周知することに努め、収納率の向上を図ること。平成25年度
総合評価の結果

審査会による改善方向の指示

新規事業

他団体等との協働の有無・協働主体

・確定申告扶養者でも市民税申告が必要な場合がある事を知らない人がまだまだ多い。
・愛知県の特別徴収推進については、管轄県税事務所ごとの対応がまちまちであり強く推進できない。

事業実施により効果があったこと

・電子申請による確定申告件数が増加したことにより、適正な課税が効率的に実施できた。
・市民税申告の件数が増加した。
・特別徴収をする事業所が増加した。

市

・広報・ホームページ・チラシを利用し、税法改正・確定申告及び市民税申告ＰＲ等を実施した。
・事業所へ特別徴収依頼の訪問説明を実施した。
・沓掛小学校と豊明高校にて租税教育の講師を務めた。
・確定申告会場を熱田税務署と合同運営し、正確な課税に努めた。

国・県

・熱田税務署（国）・・・確定申告会場へ税務署職員を派遣した。（電子申請機器を配置した。）
　　　　　　　　　・・・年末調整説明会を合同で開催した。（会場：日本ガイシフォーラム）
・名古屋南部県税事務所（県）・・・特別徴収推進依頼の個別訪問実施と情報提供。

（　　　　　　　　　　）

事務事業の方向性
内容 Ａ 継続

わかりやすく見やすいチラシ及びホームページの作成に努める。効果的なＰＲ方法について検討する。税務署等の他団体の説明会を市民税のＰＲの機会として有効活用する。事業者への特別徴収推
進の訪問依頼。確定申告や年金受給者への申告不要制度と市民税申告のＰＲを行う。小中学校での租税教育活動を継続する。

なし

その他 なし

他団体等と協働し行った事業内容・
各々が担った役割

事業実施における課題

市

現状・課題

課題に対する改善策

事務事業の目的達成のためにできる新たな取組み
（可能な限り協働の視点重視）

・チラシ等に市民税申告必要性についてのただし書き部分を目立つように工夫をする。
・愛知県に特別徴収推進に対する対応姿勢を県下統一するよう要望をする。

なし

学校

・市内小学校・・・税を知る週間にて習字を作製
・市内中学校・・・税を知る週間にて作文とポスターを作製

協働者となり得る主体・協働し担う役割

市民（個人・家庭） ＮＰＯ・市民団体 区・町内会 企業・農協・商工会 学校 国・県・市町 その他 なし


